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はじめに 

 

⽇本はこれまで、先進国としての地位を確⽴してきたが、現在の豊かさをこれからも維
持していくことが出来るだろうか。現状のまま推移して⼈⼝急減・⾼齢化が現実のものとな
った場合、⽇本の経済はどのようになっていくだろうか。少⼦⾼齢化の問題に対処しつつ、
これからも豊かな⽣活を維持していくために、⽣産性を伸ばし、持続可能な社会を実現して
いく必要がある。そのためには、どのような政策を進めていけば良いのか、検討していこう
と思う。 

経済成⻑の要因としては次のようなものが挙げられる。技術進歩、資本蓄積、⼈⼝増加
（労働⼒）、内外市場の拡⼤などである。少⼦⾼齢化の進んでいる⽇本において、労働⼒な
どの問題は早急に解決できる問題ではないだろう。その他の問題解決にもつなげるために、
まず、注⽬していくべきなのは技術進歩だと考えられる。グローバル化・情報化が進む社会
で世界に台頭するために、世界に先⽴ち、技術進歩を進め、⽇本の⽴場を確⽴していく必要
がある。 

しかし、⽇本の研究⼒は近年衰退の⼀途をたどっていると⾔われている。⽇本は世界第
３位の経済⼤国であり、さらに科学技術⽴国をうたうにも関わらず、なぜ、このような状況
に陥っているのか。技術進歩を図るためには、研究者が意欲をもって⾃由に研究を⾏える環
境が必要不可⽋である。経済的要因により、研究者がその⾃由な研究を阻害されていること
も研究衰退の⼀因となっていることが考えられる。また、⽇本企業の特徴として、職場で実
務を⾏わせることで従業員の職業教育をする「オン・ザ・ジョブトレーニング」などで訓練
した⽅が使いやすいという傾向が強いため、⾼度な教育を受けて思考能⼒が⾼いと評価さ
れる博⼠号保持者も、専⾨性のみを極めていて視野が狭いという偏⾒があり、研究者として
働く魅⼒の低下につながっている。 

このように、近年、技術進歩に必要な「研究」が⼗分に⾏える環境とは⾔い難い状況と
なっている。現状のままでは、⽇本の研究⼒は衰退していき、急激に成⻑していっている世
界経済についていけなくなるだろう。本研究では、⽇本の研究に関して、急激な成⻑を遂げ
ている他国との⽐較をしながらみていき、その現状を把握したうえで、研究⼒の向上につな
がる政策を検討していく。 
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【 第１章 現状の把握 】 

近年、⽇本の研究が衰退してきていると⾔われている。⽇本は⻑い間、その⾼い技術⼒
で世界に台頭してきたが、これからもそれを維持していけるのか。まずは、⽇本の研究の
現状を他国と⽐較しながらみていく。そして、指摘通りに衰退してきているのならば、そ
の衰退原因を考察していく。 

主要な指標における⽇本の動向(2021 年)については以下のとおりである 

（主要な指標における⽇本の動向）参照：科学技術指標 2021 概要図表１ 

 

「⽇本の順位の変化は、2020 年との⽐較である。論⽂数と Top10％補正論⽂数以外は、
⽇本、⽶国、ドイツ、フランス、英国、中国、韓国の主要国における順位である。研究者
数について、⽶国の公的機関は 2003 年以降、⼤学は 2000 年以降、研究者が発表されてい
ないため除いてある。おおむねの指標は 2020 と同様の順位であるが、Top10％補正論⽂数
は順位を下げ 10 位となった。」（⽂部科学省，2021） 

 ⽇本は多くの指標において⾼い順位を保っている。上図の結果だけを⾒ると、⽇本の技
術⼒が衰退していると⾔い切ることが出来ない。むしろ、先進国と⽐較しても⾼い技術⼒
を保ってきていると⾔えるのではないか。上記の指標の中で順位を下げている指標は
「Top10％補正論⽂数」だけである。この順位の変動が何を意味しているのか、研究⼒が
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衰退しているという指摘に関係しているのか、その他の指標においても詳細に⾒ていき、
考察していく。「Top10％補正論⽂数」とは、被引⽤回数が各年各分野で上位 10％に⼊る
論⽂の抽出後、実数で論⽂数の 1/10 となるように補正を加えた論⽂数を指す。（⽂部科学

省‐Ⅲ．「我が国の研究活動の状況」2015） 

1.1 ⽇本研究のアウトプット  

 まずは、⽇本の研究が本当に衰退していっているのか確認するために、研究活動のアウ
トプット指標である「論⽂」と「特許数」に注⽬する。世界及び主要国の研究活動の特徴
や変化について、⽇本と⽐較していき、その実態をみていく。 

1.1.1 論⽂の量的・質的変化 

 世界の研究活動のアウトプットである「論⽂数」に注⽬することで、各国の研究活動の
おおよその変化を量的観点から把握していくことが出来る。また、「Top10％補正論⽂
数」に注⽬することで、世界の注⽬度の⾼い論⽂の⽣産への関与度を質的観点から知るこ
とが出来る。ここでは主に、⽇本の論⽂の現状と他主要国との⽐較を通して現状をみてい
く。また、論⽂の作成形態も変化してきており、⽇本研究衰退の原因になり得るのかも注
⽬していく。 

①論⽂数・Top10％補正論⽂数 

 (図 1) 国・地域別論⽂数、Top10％補正論⽂数；上位 10 か国・地域(⾃然科学系・分数カウ
ント法) 参照：科学技術指標 2021 図表 4－1－5 
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「科学技術指標 2021」によると、世界的に論⽂量は⼀貫して増加傾向にある⼀⽅で、⽇
本の論⽂数は横ばいである。中国は Top10％補正論⽂数でも世界第 1 位となった。論⽂数
シェアをみると、⽇本は 1980年代から 2000年代まで論⽂数シェアを伸ばし⼀時は世界第
2 位となっていたが、近年はシェアが低下傾向であり、中国、⽶国、ドイツに次ぐ第 4位
である。しかし、この低下傾向に関しては⽇本のみならず、⽶国、英国、ドイツ、フラン
スも同様である。質的指標とされる Top10％補正論⽂数シェアの変化は 1980年代から
2000年代初めにかけて緩やかなシェアの増加がみられたが、その後シェアを低下させ、中
国、⽶国、英国、ドイツ、イタリア、オーストラリア、カナダ、フランス、インドに次ぐ
第 10位となっている。他国・地域の論⽂数増加により順位を下げている。 

 ⽇本の論⽂数は伸び悩んでおり、他主要国、特に中国の論⽂数は⾶躍的に伸びており、
相対的に⽇本の論⽂のシェアが落ちている。 

②論⽂の国際共著 

 ⽇本の論⽂数は伸び悩んでいる⼀⽅、他主要国は伸びてきている。近年の変動に関して
よく把握するために、論⽂の政策形態がどのような変化を遂げていっているのか注⽬して
いく。 
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(図 2)主要国の論文共著形態割合の推移参照：科学技術指標 2021 図表 4－1－3 

 

 上記の研究によると、全世界的に研究活動⾃体が単⼀国の活動から複数国の絡む共同
活動へと様相を変化させている。(図 2)では全世界の論⽂における論⽂共著形態の変化が
⽰されている。国内論⽂（単⼀の機関による論⽂及び同⼀国の複数の機関による共著論
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⽂）と国際共著論⽂（異なる国の機関による共著論⽂）に分類されている。世界で国際共
著論⽂が⼀貫して増えており、2019年の国際共著率は⽇本 36.4％、⽶国 46.5％であるの
に対し、英国が 71.1％、フランス 66.2％、ドイツ 62.2％と⾮常に⾼く、国により異なって
いる。他国と⽐較して⽇本は国政共著論⽂の数が少ない傾向にある。 

「国際共著論⽂は、国際的な研究の協⼒や共同活動により作られる成果であるため、その割
合は分野ごとの背景に依存すると考えられる。例えば、⼤型研究施を、各国の国で保有する
ことが現実的に不可能な場合、国際的な⼤型研究施設設置国を中⼼とした共同研究が促進
される。」（⽂部科学省，2021） 

先⾏研究によると、グローバル化により国際的な共同活動が増えることは必然的であり、
それが必ずしも研究⼒の向上につながっていると⾔い切ることはできないが、競争⼒や協
調性の向上が⾒込まれ、論⽂の質的向上の⼀因になっていることが予想される。 

 
以上のように、⽇本の論⽂数は伸び悩んでおり、質的観点においても他主要国の成⻑に追

いついていけていないように⾒受けられる。論⽂数やその質を伸ばしていくために研究形
態などについても⾒ていく必要がありそうだ。 

次に、特許数に関しても⾒ていく。 
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1.1.2 特許 
 
(図 4)主要国・地域別パテントファミリー数；上位 10 か国・地域 
参照：科学技術指標 2021 図表 4−2−5 
 

 
 
 (図 4)にある、「科学技術指標 2021」の特許出願に着⽬し、各国・地域から⽣み出される
発明の数を国際⽐較可能な形で計測したパテントファミリー数を⾒ると、1994年〜1996年
は⽶国が第 1 位、⽇本が第 2 位であったが、2004年〜2006 年、2014年〜 2016 年では⽇
本が第 1 位、⽶国が第 2 位となっている。中国は 2014年〜2016 年で第 5位であるが、着
実にその数を増やしている。 
 
 (図 5)主要国の技術分野ごとのパテントファミリー数シェアの⽐較 
参照：科学技術指標 2021 図表 4-2-12 

 

 
 
  「科学技術指標 2021」によると、技術分野のバランスを⾒ると、⽇本は「電気⼯学」、「⼀
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般機器」、⽶国は「バイオ・医療機器」、「バイオ テクノロジー・医薬品」、中国では「情報
通信技術」、「電気⼯学」のシェアが⾼い。10 年前と⽐較して、中国のシェアは⼤幅に拡⼤
しているのに対して、⽇本の「情報通信技術」、「電気⼯学」のシェアは縮⼩している。⽇本
はパテントファミリー(2 か国以上への特許出願)数において、世界第 1 位を保っている。し
かし、中国のシェア増加に伴い、「情報通信技術」、「電気⼯学」における⽇本のシェアは低
下している。論⽂数と同じように他国の指標増加が⽇本の相対的なシェアの低下につなが
っていると考えられる。 
 

 
ここでは、⽇本の研究⼒の現状を把握するために研究活動のアウトプットである論⽂数

と特許に注⽬してきた。世界的に論⽂数やその質も向上してきており、またその作成形態に
ついても変化が⽣じてきている。⽇本の研究⼒は⼀概に衰退しているとは⾔えないものの、
論⽂数や特許に関して伸び悩んでいることは明らかである。また、どの分野においても中国
の成⻑は⽬覚ましいものであり、⽇本だけでなく世界的にその影響が広がっている。弊害も
あれば利益を⽣む外的要因となることもあるかもしれない。そこで、まずは⽇本の研究環境
を⾒直し、技術進歩や⻑期的な経済成⻑を⾒通した政策が⾏えるかを考察していく必要が
ありそうだ。 
 
  



10 
 

【 第 2 章 研究に関する指標 】 

前章で、⽇本の研究が伸び悩んできていることについて触れ、研究活動のアウトプットで
ある論⽂と特許についてみてきた。本章では、研究活動の促進のために⽇本の研究環境を把
握するための指標として、研究開発費・研究時間・研究開発⼈材に注⽬して⾒ていき、改善
していくべき点を考察する。 
 

2.1 研究開発費 

 
 「研究開発費」とは、ある機関で研究開発事業を⾏う際に使⽤した経費であり、研究開発
活動のインプットに関する定量データとして広く⽤いられている。（⽂部科学省，2021） 

各国の研究開発費の総額や部⾨別の内訳、研究開発費の負担構造など様々なデータをみ
ていく。主要国の研究開発の規模とその傾向をみていくために、各国の研究開発費の総額を
取り上げる。研究開発費の調査⽅法には国ごとに差異があり、厳密な⽐較は困難であるが、
国ごとの経年的変化は各国の動向を表していると考えられる。 
 
2.1.1 主要国における研究開発費 
 
(図 6)主要国における研究開発費総額の推移 A・B 参照：科学技術指標 2021 図表 1−1−1 
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 (図 6)の「科学技術指標 2021」より、主要国における研究開発費の名⽬額(A)をみると、
⽇本の研究開発費総額は 2019年において約 18 兆円である (OECD)。対前年⽐は 0.2％増
であり横ばいに推移している。 

「⽶国は世界第 1 位に規模を保っている。⻑期的に増加傾向が続いており、2019 年で
は約 68 兆円であり、対前年⽐は 8.2％である。中国は 2009 年に⽇本を上回り、その後も増
加し続けている。2019 年には約 54.5 兆円、対前年⽐は 12.8％であり、主要国中最も伸びて
いる。ドイツ、韓国は⻑期的に増加傾向が続いている。2019 年ではドイツが約 15.3 兆円、
韓国は約 10.6 兆円であり、対前年⽐はそれぞれ 3.7％、3.4％増である。フランスは僅かで
あるが少しずつ伸びてきている。2019 年では 7.5 兆円、対前年⽐は 6.0％増である。英国は
2013 年ごろから伸びている。2019 年は 5.9 兆円、対前年⽐は 4.9％増である。」（⽂部科学省，

2021） 

物価⽔準の変化を考慮した研究開発費を⾒ることの出来る実質額(B)で⾒ても、主要国
乃順位や時系列変化に⼤きな変動は⾒られない。 
 
 ⽇本の研究開発費はほぼ横ばいに推移しており、2019 年時点で 0.2％増加しているとは
いえ、この増加率では世界の急激な変化にはついていけない。⽶国は世界 1 位に規模を保
っているものの、中国の増加率には及ばず、中国の成⻑が脅威となっている。中国は研究に
⼤量な投資を⾏い⽬覚ましい成⻑を遂げている。EU諸国は国際共著の論⽂が多いこともあ
り、全体として伸びている印象である。2008 年以降のグラフの動きから、リーマンショッ
ク等の影響による景気後退は中国などの発展途上国よりも、⽶国や EU などの先進国に深
刻な影響をもたらしていたことが(図 6)よりわかる。先進国だけでなく、発展途上国におい
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ても研究開発費は伸びている。論⽂数の伸びと⽐較しても研究開発費は研究をする上での
⼤変重要な要素であることは明確である。 
 また、研究開発費が伸び悩んでいるのは⽇本だけでなくその他の先進国においても⾔え
ることである。全体としての研究開発費は⽶国が最も多いが、製造業に関しては中国が最⼤
となっており、世界的リーダーとして台頭しつつある。今後、⽶国が世界 1 位の規模を保っ
ていくことは容易ではないと考えられる。 
 
 
2.1.2 ⽇本の⼤学における研究開発費 
 
 ⼤学研究についても⾒ていく。⼤学をはじめとする⾼等教育機関は研究開発機関として
の機能も持ち、各国の研究システムの中で重要な役割を果たしている。⼤学等の研究開発費
に関して費⽬別の内訳をみると、「⼈件費」が多い。 
 
(図 7)費⽬別研究費の推移(⼤学等) 参照：総務省 2021 図表 4−3 
 

 
 
 「2020 年度の研究費を費⽬別にみると，⼈件費が２兆 4101 億円（⼤学等の研究費全体に
占める割合 65.6％），有形固定資産購⼊費が 3797 億円（同 10.3％），原材料費が 2200 億円
（同 6.0％），リース料が 256 億円（同 0.7％），無形固定資産購⼊費が 36 億円（同 0.1％）
などとなっている。これを前年度と⽐較すると，有形固定資産購⼊費が 7.6％増，原材料費
が 5.2％増，無形固定資産購⼊費が 3.0％増となっているのに対し，リース料が 7.3％減，⼈
件費が 0.4％減などとなっている。」（総務省，2020） 

研究費の総額については横ばいであり、競争⼒の低下につながっていることは否めない。
しかし、研究費を増額したら競争⼒が蘇るとも⾔えない。もちろん、他の国が研究費を増額
し続けているのであるから、研究費の増額は必要になってくるであろう。解決していくため
には⼤学というシステムを根本的に⾒直す必要がある。適正な競争原理の導⼊、積極的な任
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期制の導⼊、研究者の流動性の向上、テクニカルスタッフの充実、ICT等の効率的な利⽤、
無駄な会議や書類作成といった意味のない雑⽤の減少などなど、すでに指摘されている
数々の問題点をクリアしていかなければ、たとえ研究費を増額したところで⼗分条件が満
たされはしない。 

教育と研究と業務を合理的かつ効率的に分配する、部局の壁を取り払って教育や運
営に取り組む、優秀な⼈材にはその研究能⼒を最⼤限に発揮できるように処遇する、
など、⼈員を削減してもやっていけるようなシステムを構築しなければならないだろ
う。 

 
こうした中での⽇本の⽴場であるが、ただ単に研究開発費を増やせばよいというわけで

はなさそうだ。研究開発費を確保すること⾃体難しいため、より効率的に研究に還元できな
いかを考えていく必要がありそうだ。そこで、次に研究時間に注⽬していく。 
 
 

2.2 研究時間 

 
 研究時間は研究を発展させていくうえで重要な要素である。「研究活動の実態把握にあた
っては、経済協⼒開発機構（OECD）において国際的な基準が定められている。この中で、
研究従事者数については、研究活動の規模を実際の研究時間に即した形で国際⽐較できる
よう、時間利⽤調査を⾏い、フルタイム（FTE）換算値による研究従事者数を把握する必要
があるとされている。⼤学等における研究者の活動の実態を把握し、研究や教育等にかける
時間の利⽤実態を調査することを⽬的に、研究時間の実態について、統計法に基づく⼀般統
計調査として OECDの勧告に従い５年毎に調査・分析するものである。」（⽂部科学省，2020） 

より効率的に研究を⾏えるような環境を作り出すための政策を考えるために現状を⾒て
いく。 
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2.2.1 ⼤学教員等の研究時間の推移 
 
(図 8)⼤学等教員の職務活動時間割合の推移  
参照；⽂部科学省 「⼤学等におけるフルタイム換算データに関する調査」2019 

 

 
「教員の研究活動時間割合は平成 14 年度から平成 25 年度にかけて減少傾向にあるが、
平成 30 年度もその傾向が続いており、平成 25 年度より 2.1ポイント減少して 32.9%とな
った。 教育活動、社会サービス活動（研究関連、教育関連）時間割合がそれぞれ微増し
ており、前回特に増加傾向の強かった社会サービス活動（その他:診療活動等）も 1.1ポイ
ント微増して 10.3％となっている。さらに、その他の職務活動（学内事務等）時間割合は
これまで減少傾向にあるが、今回 0.5ポイント微増して 18%となった。結果として、研究
活動以外の全ての職務活動時間割合が微増することにより、研究活動時間割合が減少して
いる。」（⽂部科学省，2019） 

 上記のように、教員の研究時間は明らかに減少してきており、「教育時間」や「社会サ
ービス時間」が年々増加傾向にある。増えてきている教育時間や社会サービス時間は必要
なものなのか、削減することで時間の確保につなげることが出来るのか考察していく。 

・教育時間…学⽣に対する広い知識の教授並びに知的・道徳的および応⽤能⼒を展開させる
指導（授業、指導に直接必要な情報や資料の収集、教科書の執筆）。 

（⽂部科学省 2019） 

・社会サービス時間…教員の専⾨的知識を⽤いて⼤学以外の社会へ貢献することを主たる
⽬的とした活動のうち、教育活動や研究時間に⼊らないもの。正規過程学⽣以外を主たる
対象とする教育・啓蒙や、専⾨知識を⽤いた連携活動や相談・診療など。 

⑴研究関連活動：国などの審議会等への出席などの⾏政参画活動、産業界への技術移転、
研究成果の企業化 
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⑵教育関連活動：公開講座、市⺠講座、研修・セミナーへの出講 
⑶その他：⼤学に附属病院等における診療及び治療 
（⽂部科学省 2019） 

 
教育時間を⼤幅に割いて研究時間に充てることは難しい。出来るとしても効率化や資料
作成の時間短縮であろう。また、社会サービス活動においては、その割合および増加幅と
ともに⼤きいのは医学（⽂部科学省 2019）であり、特に国⽴⼤学において増加が著しい。
社会サービス時間も必要なことであるため、教育時間と同様にここから⼤幅に時間を削減
することも容易ではない。 
 
 
2.2.2 研究時間の確保 

研究時間は減少してきており、近年の⽇本の研究衰退の⼀因であることが考えられる。
しかし、研究時間を増やすために教育時間や社会サービス時間を削減して確保することは
現状では有効とは⾔えなさそうだ。研究時間の減少が問題ではあるが、短い時間でパフォ
ーマンスを上げることが出来るかを検討する必要がある。 

 
⼤学運営にかかわる業務としては、次のようなものがある。競争的資⾦の獲得や評価に

かかわる事務作業、薬品の安全管理、備品やソフトウェアの管理といったコンプライアン
スかかわる作業、研究施設や設備の保守・管理⼊試問題作成や⼊試事務、学会や研究会の
運営業務、学⽣の私⽣活への対応などである。時間を削ると考えるよりはこれらの業務を
より効率化して研究時間を確保していくほうが現実的である。 

⼤学においては、各⼤学が重点を置く機能や使命を踏まえつつ、教育をはじめとする研
究以外の活動の重要性についても留意しながら、若⼿研究者の研究時間の確保に向けて取
り組みを⾏うことが求められる。研究時間を確保するうえで以下のような⼿段が考えられ
る。 
⑴組織内の役割分担 
⑵⼤学運営事務・学内事務⼿続の⼀層の効率化 
⑶多様な外部資⾦の活⽤や学内資源配分の最適化による研究⽀援⼈材の活⽤促進 

 
⑴組織内の役割分担、⑵⼤学運営事務・学内⼿続きの⼀層の効率化、については TA制

度や ICTの導⼊が試みられており、より⼀層強化していくことが出来るであろう。しか
し、⑶の研究開発⼈材の確保については容易に⾏えることではない。⽇本は少⼦⾼齢化等
の問題にも直⾯しており、より困難になっている。研究開発・⽀援⼈材は，研究者の研究
⽣産性の向上を図る観点からも重要であるため、⼈材の確保のためにどのような政策をし
ていけばよいか考えていく必要がある。 
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2.3 研究開発⼈材 

 
⼈材不⾜を補い、研究者の負担を削減することで、研究時間を増やせるかを検討する。

また、研究者の育成を⾏い、研究のレベルを上げていけるように考察を⾏う。研究者につ
いて⽇本及び主要国の状況を⽰し、各国の研究者の対象範囲やレベルなどの差異を把握し
たうえで各国の状況を把握する。まずは、各国の研究者数の動向に注⽬していく。 

 
2.3.1 研究者数の推移 

 
(図 9)主要国の研究者数の推移 参照：科学技術指標 2021 図表 
 

 
 
 
 (図 9)の「科学技術指標 2021」によると、⽇本の研究者は 2020 年において 68.2 万⼈、
HC値は 94.2万⼈であり、中国(2019年：210.9万⼈)、⽶国(2018年：155.5万⼈)に次ぐ
第 3位の研究者数の規模である。その他の国の最新年の値を多い順に⾒ると、ドイツ(2019
年：44.9万⼈)、韓国(2019年：43.1万⼈)、フランス(2019年：31.4万⼈)となっている。 
 

「⽶国の研究者数は、OECDによる⾒積もり数値である。OECD統計では⼤学部⾨の数値
は 1999 年まで、公的機関・⾮営利団体部⾨は 2002 年までしか⽰されていない。また、企
業部⾨の数値は 2008 年から⽰されている。 

ドイツは企業部⾨、公的機関・⾮営利団体部⾨では研究開発統計調査を実施している。
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1990 年の東⻄統⼀の影響を受けて 1991 年に研究者が増加したため、データの継続性は損
なわれている。 

フランスはすべての部⾨で研究開発統計調査を⾏い、研究者数を計測しており、⻑期的に
は漸増している。英国では、1999〜2004 年にかけて⼤学部⾨の研究者数が公表されていな
いため、OECD の⾒積り値であり、200 年以降も⾒積り値である年が多いが⻑期的に漸増し
ている。 

中国は研究開発統計データが公表されているが、統計調査の詳細は不明である。継続的に
増加しており、主要国の中では⼀番の規模となっている。最新年は特に増加しており、対前
年⽐は 13％の増加率である。 

韓国は部⾨ごとに研究開発統計調査を実施しているが、2006 年までは対象分野を「⾃然
科学」に限っており、2007 年から全分野を対象とするようになった。研究者は継続的に増
消しており、2000 年代後半以降では、まずフランス、次に英国を上回り、最新年ではドイ
ツに次ぐ値となっている。」（⽂部科学省，2021） 

 
2.3.2 ⼈材確保の検討 
 
 2.3.1 より、他国と⽐較してみていくと、国により様々な背景はあるものの、⽇本の研究
者数は伸び悩んでいることがわかる。他主要国の研究者数は増加していっており、今後ます
ます差が広がっていくことが予想される。少⼦⾼齢化が進む中で、新たな⼈材を⽣み出して
いくことは難しいことであり、問題はどこからその⼈材を確保していくかにある。今の⽇本
では様々な場⾯で⼈材不⾜が問題となっているが、研究機関においても同様のことが⾔え
そうだ。また、研究開発⼈材を確保し、研究を向上させていくためには研究者の周囲の環境
にも⽬を配る必要がある。そのためには、安⼼して研究に集中できるような環境でなければ
ならない。 
 
 
 以上の研究より、研究時間の問題を解決していくためにも研究⼈材確保・⼈材育成が重要
になってくることが分かった。研究開発⼈材の確保と、研究環境の改善が必要であるため、
研究者がどのような⽴場にあり、どう改善していくべきかを検討していく。 
 
 

【 第 3 章 政策提⾔ 】 

 

これまで分析から、⽇本の技術進歩を進めるために「研究」を促進していくことが必要で



18 
 

あることが考えられる。そこで、我々は研究時間の確保ひいてはそれを実現できるだけの
「⼈材の確保」を政策提⾔として検討していく。⼈材を確保することで、事務作業などの研
究時間以外の時間削減につながり、研究⼒の向上、研究費の増加につなげていくことを⽬指
していこうという考えである。 
 

3.1 研究者の現状 

 
研究開発⼈材を確保していくうえで、考えていくべきなのは、「どこから⼈材を確保する

か」と、「研究者が定着して研究を⾏える環境の確保」である。そのどちらも充実させてい
くために、⽇本の研究者の現状を知ったうえで、とっていくべき政策を考えていく。 

 

3.1.1 ⽇本の研究者 
 

⽇本の研究現場で問題となっていることとして、「ポストドクター」の問題が挙げられる。
⽂部科学省によるとポストドクターは、博⼠の学位を取得した者⼜は所定の単位を修得の
上博⼠課程を退学した者（いわゆる「満期退学者」）のうち、任期付で採⽤されている者で、
①⼤学や⼤学共同利⽤機関で研究業務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助
⼿等の学校教育法第 92 条に基づく教育・研究に従事する職にない者、⼜は、②研究開発法
⼈等の公的研究機関（国⽴試験研究機関、公設試験研究機関を含む。）において研究業務に
従事している者のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職にな
い者をいう。 

 
「⽂部科学省 ポストドクター等の雇⽤・進路に関する調査 2018」によると、⽇本では
ポスドクの多くが安定した就職⼝を⾒つけられないまま、研究現場を渡り歩き、安定した契
約を得ることが出来ないケースが激増しているという。そのため、⺠間企業への採⽤も難し
くなると考えられる。 

また、最も問題となっているのはその不安定な雇⽤制度である。⽂部科学省によると、⼤
学の教授・准教授や⼀部の助教は、「任期の定めのない定年まで在籍できる職」である⼀⽅、
ポスドクは、1 年〜⻑くとも数年程度の任期が定められている。稀に、任期が延⻑される場
合はあるが、この任期のうちに⼀定の成果をあげることが求められる。さらに、任期終了前
に⼤学や研究機関のパーマネント職や、他のポスドクを探すことが求められ、ストレスを抱
えながらの研究になることが予想される。 

このポスドク問題など、⽇本の研究衰退の解決として、⼤学や研究機関における、若⼿研
究者に向けたポストの拡充や企業による博⼠⼈材の積極的採⽤に関しても視野に⼊れなが
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ら政策を検討していく必要がありそうだ。 
 
3.1.2 他国の研究者 
 

「アメリカにおける教育に係る権限と責任はすべて州及び州以下の地⽅⾃治体（主に学
区）に帰属している。したがって、各⾃治体によって教員給与に関する施策は区々であり、
連邦として統⼀感のあるシステムとはなっていない。例えば、教員の給料は、学歴（取得学
位及び追加の取得単位数）と勤続年数によって区分された給料表に基づいて決定されるの
が通常であるが、学歴の区分や昇給が頭打ちになる勤続年数は様々である。また、能⼒・実
績に基づく給与についても、これを導⼊している例としていない例が⾒られる。校⻑などの
管理職については教員のような給料表が存在しない場合が多く、給料決定⽅法はやはり
様々である。」（「世界の教員養成 2」⽇本教育⼤学協会、学⽂社、平成 17 年、p.12.） 

広⼤な地形や、その⽂化的な側⾯により、アメリカの教員や研究者の待遇は地⽅によりさ
まざまである。また、⽂部科学省によると、アメリカでは教員では職位と務める年数により
給料が決まる。また、⽇本の⼤学では研究・教育・予は 1 年を通して給料以外に、サマース
クールをはじめ、課外授業、課外活動のコーチ、成⼈教育講座のコーチなどの学校内外の活
動を通じて収⼊を得ることができる。⼀⽅、⽇本の⼤学では、研究・教育・予算獲得・書類
仕事など多岐にわたる多彩さが必要とされる。そのため、研究に割く時間が制限されていく
傾向がある。しかし、アメリカなどの研究⽅針を参考にしていくにはあまりにも環境が違い
すぎるため、⽇本独⾃の政策を考えていく必要がありそうだ。 

 
  

3.2 研究を⾏う環境の整備 

 

⼈材を確保していくためには、「魅⼒のある職場づくり」を進めることにより、採⽤と定
着を向上させていくことが重要であると考える。職場環境に魅⼒がなければ、研究者をなか
なか採⽤できず、採⽤した労働者も離職してしまい定着しにくいことになる。魅⼒のある職
場づくりには、職場環境内の、評価・処遇、⼈材育成、業務管理、福利厚⽣・安全管理・精
神衛⽣などの⼈材マネジメントの⾯から進めていく必要がある。 

ここまでの分析より、⽇本の雇⽤形態を考慮したうえで、研究者のポスト拡充や研究環境
の改善を実現できる政策を⾏っていく必要がある。 
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3.3 国⽴研究者派遣機関 

 

これまで⾒てきたように、⽇本の研究⼒を向上させていくためには、⼈材の確保による効
率化や、給与体系な対策などが有効であるように考えられる。そこで、我々は新たに「国⽴
の研究者派遣機関」を提⾔する。各⼤学や研究機関に⽀援⼈材を派遣することによって研究
時間を確保することが⽬的である。具体的な機関の構成としては、 
①「学位取得後 10年以内の⾮常勤講師」の約半数の救済を指標として機関への正規雇⽤を
⾏う。 
②選考にあたっては、⽇本国内の研究ニーズに重きを置いて研究者の雇⽤を⾏う。 
③機関では研究者とマネジメント⼈材・URA⼈材を確保し、派遣先の研究、初年度⽣の授
業、研究雑務（書類作成など）の業務を⾏う。 
④待遇：400〜500万円＋α＋福利厚⽣、 研究成果によるポスト確保、増給（機関の拡⼤に
伴い基本も UP）を⾏う。 
 
3.3.1 考えられる効果 
 

国⽴の機関とすることで、機関内の評価・処遇・配置を実現でき、安定した研究環境の提
供をすることが可能になる。さらに、学位所得後 10年以内の⾮常勤講師に注⽬して救済を
進めていくことで、若⼿研究者が安⼼して研究に取り組める環境を実現する。これまでは、
⼤学や研究機関でのポストの確保が困難であった研究者についても、企業などへの派遣も
可能にすることで研究ができる環境の拡充を⾏い、研究者が活躍していける場を増やして
いくことが出来ると考えられる。 
 
3.3.2 研究機関の運営 
 
以上のように、研究者が研究しやすい環境を最初に整えていくことが⼤切である。次に、
マネジメント⼈材を雇い、機関内の業務管理・組織管理・⼈間関係管理、福利厚⽣・安全管
理・精神衛⽣などを補っていくことで、研究者にとって魅⼒的な職場環境を⽣み出していく。 

また、派遣先や研究分野・内容によって所属を決定することで、グループ内外での競争、
協調を図り、挑戦的研究の⽀援を⾏えるようにする。さらに、状況に応じて海外進出の⽀援
も⾏えるようにすることで、他国との若⼿研究者の待遇の差別化を⾏う。そうすることで、
帰国後のポストの確保がしやすくなることも予想される。 
以上のような機関を設⽴することによって研究時間の確保、研究そのものの⽀援を実現

する。副次的な効果として⽣活が不安定な⾮常勤講師の待遇を救済することも可能だと考
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える。この政策を通して、研究に関する⽇本の⽴場を確⽴していき、研究⼒の衰退をくい留
めていく必要があるだろう。 
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まとめ 

 これまでみてきたように、現状のままでは⽇本の研究⼒は衰退の⼀途をたどっていくこ
とになることが分かった。世界に誇れる⽇本の技術⼒を伸ばし、技術進歩による⻑期的な経
済成⻑を⽬指すために、これからの「研究」のあり⽅を考えていくべき状況にある。⽇本の
研究開発費は横ばいであり、これから急激に伸ばしていくことは難しいだろう。少⼦⾼齢化
が進むにつれて業務が増え、時間の制約や⼈材不⾜の問題など様々な問題が出てきている。 
 ⼀⽅で、中国などは研究⼒の向上が顕著に⾒受けられ、近年世界の先端技術研究を担いつ
つある。他国の研究⼒が近年になり伸びてきており、⽇本の⽴場の確⽴が必要になってきて
いる。他国に飲み込まれることなく、⽇本独⾃の政策を⾏い、もう⼀度「技術⼤国」として
世界に先駆けた研究ができるように環境の整備を⾏っていかなければならない。 

そこで、我々の考える「国⽴の研究者派遣機関」を創設し、⼈材の確保や研究を⾏いやす
い環境の整備を⾏っていくことで、⽇本独⾃の研究のあり⽅を⽣み出し、世界に台頭できる
研究⼒を⽣み出していく必要がある。研究者が向上⼼を持って、挑戦的な研究を⾏うことが
できれば、⽇本の研究⼒は今まで以上に向上していくだろう。 
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